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東燃ゼネラル石油株式会社との業務提携に関するお知らせ 

 

当社は、東燃ゼネラル石油株式会社（本社：東京都港区、代表取締役社長: 武藤 潤、以下「東燃ゼネラル

石油」）と、電力販売に関する業務提携契約を締結し、『フリービットでんき』を提供することといたしました

ので、下記のとおりお知らせいたします。 

 

記 

 

１． 業務提携の理由 

本契約締結により、当社は、当社顧客であるインターネットサービスプロバイダ(ISP)事業者が電力小売

り事業に参入する支援サービスを開始し、顧客の利益の拡大と、それによる自社の利益増大を図ることが本

提携の目的となります。 

 

２． 業務提携の内容 

当社が、ISP事業者に対して電力小売り事業参入支援サービス『フリービットでんき』を提供することで、

ISP事業者のユーザーは、東燃ゼネラル石油が提供する電力小売販売サービスを利用できるようになります。 

そして、『フリービットでんき』を採用した ISP 事業者は、自社ブランドによる電力小売販売サービスの

展開も可能になります。 

 

３． 業務提携の相手先概要 

（１）名称 東燃ゼネラル石油株式会社 

（２）所在地 東京都港区港南一丁目８番 15号 

（３）代表者の役職・氏名 代表取締役社長 武藤 潤 

（４）事業内容 
石油製品の製造・加工および販売ならびに石油化学製品の製造・加工および販

売 

（５）資本金 35,123百万円 

（６）設立年月日 昭和 22年７月 26日 



 

 

 

 

 

 

 

（７） 大株主及び持株比率

（平成 27年 12月 31日時点） 

 

 

 

三井物産株式会社 6.37% 

日本マスタートラスト信託銀行株式会社 2.58% 

日本トラスティ・サービス信託銀行（信託口） 2.58% 

高知信用金庫 1.51% 

STATE STREET BANK WEST CLIENT TREATY 505234 1.28% 

STATE STREET BANK AND TRUST COMPANY 505223   1.08% 

バークレイズ証券株式会社 1.06%  

MOBILE OIL EXPLORATION AND PRODUCING SOUTHEAST INC. 1.06  

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口９） 0.92% 

三菱ＵＦＪモルガン・スタンレー証券株式会社 0.76% 

注）自社で所有している自己株式 200,936千株は上記より除外 

（８）上場会社と当該会社 

の関係  

資本関係 記載すべき資本関係はありません。 

人的関係 記載すべき人的関係はありません。 

取引関係 記載すべき取引関係はありません。 

関連当事者への該当状

況  

当該会社は、当社の関連当事者に該当しません。また、

当該会社の関係者及び関係会社は、当社の関連当事者に

は該当しません。 

（９）経営成績及び財政状態（連結）（百万円） 

決算期 平成 25年 12月期 平成 26年 12月期 平成 27年 12月期 

連結純資産 294,640百万円 262,753百万円 234,106百万円 

連結総資産 1,409,081百万円 1,376,212百万円 1,209,364百万円 

1株当たり連結純資産 805円 77銭 718円 35銭 639円 61銭 

連結売上高 3,241,150百万円 3,451,097百万円 2,627,850百万円 

連結営業利益 52,289百万円 △72,948百万円 2,017百万円 

連結経常利益 49,816百万円 △73,383百万円 △294百万円 

親会社株主に帰属する当期純利益 

 

当期純利益 

22,902百万円 △13,975百万円 51百万円 

１株当たり連結当期純利益 62円 84銭 △38円 36銭 0円 14銭 

１株当たり配当金 19円 19円 19円 

 

４．日程 

（１）契約締結日 平成 28年５月 20日 

（２）事業開始日 平成 28年８月８日 

 

５．今後の見通し 

本資本業務提携が平成 29年４月期の当社連結業績に与える影響は軽微ですが、中長期的に当社の事業の

業績向上に資するものです。 

 

 

以上 


